退園についてのガイドライン

〇基本的な考え方

子どもから退園の希望が出た場合に担当職員は本人の主体性を尊重する意味で、子どもが自らの希望を直接担当福祉司に伝えられるように援助を行う。

退園後の生活の場、進路については本人及び保護者の意向、児童相談所の見立て、当園担当職員の見立てを踏まえて決定される。このうち本人の希望が最も優先され、これに沿う形で話し合いが進められる。

〇退園の目安として

　上記、「基本的な考え方」に基づいて退園が検討されるが、その目安としては次のような場合が挙げられる。

1． 本人から退園の希望があり、園内での生活が安定し大きな問題なく生活することができている場合。
この場合、本人には園内の生活が物足りなく感じられ、より活動量の多い環境へのステップアップとして退園が位置付けられる。

2． 18歳を越えて児童福祉法上の措置が終了する場合（児童相談所の判断により措置延長が認められた場合は20歳まで）。
ほとんどの子どもたちについて、一つの大きな区切りとして中学卒業の時点での退園が検討される。しかし、家庭で本人を受け入れる準備ができていない場合、本人の生活が安定していないために他の児童福祉施設への措置変更が難しい場合、高校卒業まで措置が継続されることがある。

3． 園内での生活の枠組みが本人の特性や発達段階と合わず、本人が学園での生活に意味を感じられなくなった場合。
集団生活において周りの子からの刺激に影響を受けやすい子が自身の特性を自覚して自分に合った生活の枠組みを受け入れていくことは難しい場合が多い。結果として園内での生活の枠組みに不満を抱いて退園したいと希望することがある。この希望は児童相談所に伝えられ援助の方向性が再度検討される。

4． 集団生活からの逸脱（問題行動）が大きく周囲の子どもへの影響が大きいと判断される場合。
このとき問題の程度と質に応じて緊急に一時保護所を利用する場合がある。一時保護所では逸脱行動の振り返りと本人についてのアセスメントを行う。問題行動についての見立てを踏まえて、他の児童福祉施設への措置変更（又は家庭復帰）が検討される。
○生活の場の決定について

援助の方針として退園することが決まった場合、初めに家庭復帰の可能性を検討し、それが難しい場合には他の児童福祉施設への措置変更やグループホームへの入居を検討する。具体的な選択肢としては以下のものがある。

1.家庭復帰

本人が家庭復帰を希望し保護者がその希望に同意する場合、家庭復帰が検討される。最終的な決定には児童相談所の判断が必要である。この場合、長期の外泊を行って、退園後の生活で起こる可能性のある問題をアセスメントする必要がある。実際に問題が起きた場合には児童相談所の担当児童福祉司を交えて本人と保護者へのフィードバックを行い、再度退園に向けて取り組むべき課題を明確にしていく必要がある。

2.児童福祉施設への措置変更

・児童養護施設

学園生活への適応は良好で大きな問題なく生活をすることができるものの、家庭の側で本人を受け入れる準備が整っていないと判断される場合には児童養護施設への措置変更が検討される。

・知的障害児施設

知的な遅れがある子の場合、周囲の子に比べて生活スキルや作業能力に差が出ることが多い。日常生活が安定してきた場合、知的障害児施設への措置変更が検討される。

・児童自立支援施設

　　逸脱行動が激しく周りの子への影響も大きく園内での生活が難しいと判断された場合には児童自立支援施設への措置変更が検討される。

3.グループホーム、障害者支援施設
高校卒業後の家庭の受け入れが難しく、かつ本人の特性（知的な遅れや精神的に不安定になりやすい）から見て継続して福祉的な対応が必要と判断される場合にはグループホームや障害者支援施設への入所が検討される。

○進路の決定（進学、就職、地域作業所、障害者支援施設）

　進路の情報は中学校、高校の進路指導を通じて子どもに提供される。それ以外にも本人の希望や特性に応じて保護者、担当児童福祉司、学園担当職員からも適宜情報提供が行われる。最終的には本人、保護者、学校教員、担当児童福祉司、学園担当職員で情報を共有しながら進路を決定していく。

1.進学の場合

中卒後の進学先としては普通高校（公立、私立）、特別支援学校高等部（養護学校）、サポート校などが考えられる。高校在学中に退園し家庭復帰を見込んでいる場合には私立高校、サポート校への進学は家庭復帰後に学費の負担が難しくなることが予想されるため避けた方が望ましい。

　　特別支援学校高等部への進学は中学校校長を通じて各特別支援学校への申請を行い、審査を受けることになる。特別支援学校高等部に進学した場合、卒業後に社会資源を利用するために卒業までには愛の手帳を取得することが望ましい。
高卒後の進学としては4年制大学、各種専門学校などが考えられる。

2.就労の場合
中学卒時点での就労を希望するケースは多くない。高卒時点での就労を目指す場合は、高校の進路指導やハローワークでの情報収集を通じて決定される。

特別支援学校高等部を卒業する場合、企業での障害者枠での就労、特例子会社での就労が考えられる。また、状況に応じて諸々の就労支援の資源を活用することができる。
3.地域作業所

特別支援学校高等部を卒業予定の子で一般就労をするほどには作業能力が足りない場合、地域作業所に通いながら就労に向けてのスキルを身につけることができる。地域作業所に通うためには精神障害者福祉手帳、もしくは愛の手帳の取得が必要となる。
〇リービングケア

　退園後の生活の場、進路の選定を進めながら退園後の本人の生活を予想し、それに対応するための生活スキルや適応力を身につけることを支援する必要がある。これに合わせて園内での生活の課題を検討する必要がある。

〇アフターケア

家庭復帰をした子どもについては退園後に通所措置に切り替えてアフターケアを行なう場合がある。担当職員との通所面接を通じて、生活のことや進学先のことなどについて話し合う。また、退園した子からの電話や訪問には随時対応する。

退園後も精神科薬の処方が必要と判断される子については当園の精神科医の診察を継続することもある。退園後の居住地が遠方である場合には他の診療所、又は病院にリファーする。

当園では「いずみ集いの会」という行事を年に一回企画しており、成人を迎える退園生を招いて食事会を開いている。
また、担当職員は、退園した子どもの地域支援ネットワークへ参加し、コンサルテーションを行うこともある。
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